
魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ● ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

特に無し

◆事業概要（どのような事業か）

被害者への補償・示談等を行うことで、道路賠償責任保険の対象となる事故を解決する。

未調査のため把握していない特に無し
把握している

把握していない

対
象

保険の契約を行い、保険を適用する事故の対応を行った

＊平成22年度の変更点

変更無し

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

1,629 1,521 1,531 1,536

1,177 1,051 1,051 1,051

3

280 250 250 250

4 3 3

②事務事業の年間所要時間 (時間) 280

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,177

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 1,629

(千円)

452 452 480

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 4

詳細は不明 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 452 452 470 480 485

(千円)

0

0

485

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 470

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

充実した道路の維持・管理によって、安全で円滑な交通が確保されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

50.00 100.00 0.00 0.00① 事故の解決率 ％ 0.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

01 4 1 0

➡
活
動
指
標

示談等で解決した事故件数 件①

②

4 0 0 0① 保険を適用する事故の発生件数 件 2

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

道路賠償責任保険の対象となる事故

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 道路維持管理体制の強化

款

計画

８．土木費

区 分 道路維持・管理

施 策 名 １．快適な道路機能の強化

目

政 策 名

１．土木管理費

第３節　総合交通体系の整備

項

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

１．土木総務費

業務係

３．負担金・補助金 ４．市直営

231021

一般会計政策の柱 第２章　安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001080101コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 03030100

事 務 事 業 名 道路賠償責任保険に係る事業

事 業 コ ー ド 23102101

部 名 等 産業建設部

課 名 等 建設課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.土木一般管理費

開始年度 平成以前 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

市道の管理上の瑕疵による通行者の損害に対応するため加入している道路賠償責任保険の契約に関する事務と、保険適用事故が生じた際の被害者への対応及び補償交渉

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1028

島　　　良　子
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

な
し

中

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果の高まる可能性のある他の事務事業は無い

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

保険を提供する事業者が社団法人市有物件災害共済会のみであり、また加入する市道延長は増加しているので事業費は
増加する。

次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

補償交渉の進捗により業務時間は増減するため一律の削減はできない。

なし

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

非
常
に
高
い

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地無し。

○

●

なし
説
明

成果向上の余地無し

●

根拠法令等を記入
国家賠償法（昭和22年法律第125号）第2条第1項

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

万が一事故が生じた場合でも、保険により迅速な補償が可能となるため。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

該
当
し
な
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

道路の設置瑕疵に対する被害者への損失補償は、道路管理者の義務であり負担を求めることはできない。

被害者への補償であり、受益者負担の考えになじまない。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

本年度は保険適用事故が４件発生し、１件については被害者の容態が安定するまで示談交渉を待っている状態であ
る。また、平成20年度から繰り越ししていた1件については、本年度解決に至った。今後も、事故等が発生した場
合、市の過失相当分について適切な補償を行うべく、交渉を行う必要がある。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ● ○ ○

②

③

③

②

③

○

●

環境変化による影響を受ける見込みは少ない。

◆事業概要（どのような事業か）

地下道、公衆便所の環境が維持される。

未調査のため把握していない定期的な清掃の依頼を受けている。
把握している

把握していない

対
象

市道地下道の清掃及び県から委託されている公衆便所（角川ダム付近、県道富山朝日自転車道線自転車駐輪場）の清掃及び浄化
槽の保守点検

＊平成22年度の変更点

変更無し

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

1,394 1,396 1,396 1,228

589 589 589 421

2

140 140 140 100

3 2 2

②事務事業の年間所要時間 (時間) 140

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 589

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 1,399

(千円)

810 805 807

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 3

市道地下道については、道路管理者として行う維持管理業務。角川ダム付近の公衆便所については昭和54年度より富山県との施設の管理協定を締結し、
市が管理している。県道富山朝日自転車道線自転車駐輪場の公衆便所については開始年不明。毎年県からの業務委託を受けている。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 265 262 263 263 263

(千円)

0

544

807

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 807

0 0

544

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

充実した道路の維持・管理によって、安全で円滑な交通が確保されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 545 543 544

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

9 9 9 9①
しっかりと維持管理されている地下道等の
箇所数

箇所 9

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

90 90

225

回

225 225 225 225

90 90 90➡
活
動
指
標

年間地下道清掃時間 時間①

② 地下道清掃実施回数

9 9 9 9① 清掃を実施する地下道等の箇所数 箇所 9

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

市道地下道、県から委託されている公衆便所（角川ダム付近、県道富山朝日自転車道線自転車駐輪場）

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 道路維持管理体制の強化

款

計画

８．土木費

区 分 道路維持・管理

施 策 名 １．快適な道路機能の強化

目

政 策 名

１．土木管理費

第３節　総合交通体系の整備

項

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

１．土木総務費

業務係

３．負担金・補助金 ４．市直営

231021

一般会計政策の柱 第２章　安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001080101コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 03030100

事 務 事 業 名 市道地下道等清掃委託業務

事 業 コ ー ド 23102101

部 名 等 産業建設部

課 名 等 建設課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.土木一般管理費

開始年度 平成以前 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

市道地下道並びに富山県から委託されている公衆便所を清掃し、清潔さと美観の維持を図る。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1028

島　　　良　子
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

な
し

大

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果の高まる可能性のある他の事務事業は無い。各道路管理者が実施しており、作業はそれぞ
れの予算等に基づく基準により実施しており、一体事業として実施することは困難である。

○

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

連携することで、今より効果の高まる可能性のある他の事務事業は無い。各道路管理者が実施しており、作業はそれぞ
れの予算等に基づく基準により実施しており、一体事業として実施することは困難である。

次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

最低限度の業務を行っているため削減の余地はない。。

実施回数が適切なものとなるようにする。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ● 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地無し。

○

○

あり
説
明

限られた事業費のもと必要最低限の維持管理を行っているが、回数を適切なものにしたらより効率的に管理をすること
ができる

○

根拠法令等を記入
道路法（昭和27年法律第180号）第42条第１項

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

適切に清掃等を行うことにより、市道地下道等を良好な状態を保つことで快適な道路機能を維持する。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

全
国
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

不特定多数の市民等に効果をもたらすものであり、受益者負担とすることはできない。

不特定多数の市民等に効果をもたらすものであり、受益者負担の考え方になじまない。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

●

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

市道地下道や公衆便所は多くの使用者がおり、清掃不足が生じた場合に不備が目立つ箇所であるため、今後も実施
回数実施時期がより適切なものとなるよう委託先との情報交換に努めること。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ● ○ ○

②

③

③

②

③

○

●

電算化が進んでいる。

◆事業目的・概要（どのような事業か）

市道の現況を的確に把握することで、市道の適切な維持管理を行うことができる。

道路法に基づき、全ての自治体が行っている事務であるため。意見、要望は無い。
把握している

把握していない

対
象

新規市道認定路線、拡幅・舗装等による市道改良路線等の調査・測量及び電算処理集計に基づく道路台帳、図面の調製を専門業
者に委託する。

＊平成22年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

8,436 8,538 8,577 8,577

1,262 1,262 1,262 1,262

3

300 300 300 300

3 3 3

②事務事業の年間所要時間 (時間) 300

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 1,262

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 8,617

(千円)

7,355 7,174 7,315

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 3

大正８年に制定された旧道路法30条に、道路管理者が管理する道路の台帳を調整する旨の規定があったが、現行の内容になるのは、新道路法の施行及び
昭和34年３月４日付道路法施行規則の一部を改正する省令（昭和34年建設省令第１号）の施行によって、新道路法に基づく道路台帳の調製、保管に関す
る事項が定められたため。

(千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

15

⑷一般財源 7,341 7,159 7,261 7,300 7,300

(千円)

0

0

7,315

⑶その他（使用料・手数料等） 15 1514 15

(千円) 7,276

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

充実した道路の維持・管理によって、安全で円滑な交通が確保されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

1,230 1,234 1,238 1,246① 道路台帳整備済市道路線数 本 1,242

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

37 63

0 1

4

本

4 8 4 4

30 30 30

403,000 404,500 406,000

活
動
指
標

新規道路台帳追加路線数 本①

② 道路台帳変更路線数

市道路線実延長 m 400,696 401,997

1,235 1,239 1,243 1,247① 市道認定路線数 本 1,232

電 話 番 号

対
象
指
標

市道、道路台帳

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 道路維持管理体制の強化

款

計画

８．土木費

区 分 道路維持・管理

施 策 名 １．快適な道路機能の強化

目

政 策 名

２．道路橋りょう費

第３節　総合交通体系の整備

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

１．道路橋りょう総務費

業務係

３．負担金・補助金 ４．市直営

231021

一般会計政策の柱 第２章　安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001080201コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 03030100

事 務 事 業 名 道路台帳整備事業

事 業 コ ー ド 23102102

部 名 等 産業建設部

課 名 等 建設課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.道路台帳整備事業

開始年度 昭和34年度頃 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

道路法第28条第１項に基づき、道路管理者である魚津市の管理する道路の台帳を調製し保管するために、同法施行規則第４条の２に基づき、道路の種類や路線名等を記載する調書と、道路
の区域の境界線や路面の種類等を記載する図面を作成する。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1028

小黒　健太郎

本道路台帳削除路線 0 0 0
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

な
し

中

施工の際に市が作成する図面を活用することで委託時の測量経費の削減を継続する。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ○

年度

中･長期的
（３～５
年間）

あり
説
明

道路台帳の更新作業を行う際に、施工の際に市が作成する図面を活用することで委託時の測量経費の削減を今後も進め
ていく。

次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

コストの方向性

削減

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

必要最低限の業務としているため削減の余地なし。

事務の効率化に勤める。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

●

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

非
常
に
高
い

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

●

なし
説
明

成果向上の余地なし。

●

根拠法令等を記入
・道路法（昭和27年法律第180号）第28条、
・道路法施行規則（昭和27年建設省令第25号）第4条の2

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

市道の現状を的確に把握することは、充実した道路の維持管理のために有効である。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

該
当
し
な
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

内部事業のため特定の受益者は無く、負担を求める相手もいない。

受益者が特定できない業務であり、受益者負担の考え方に馴染まない。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

適正な道路管理の前提として市道の現況を適切に把握することは重要であり、今後も事務手続きの改善による事業
費の削減を継続すること。また近年は土地区画整理事業・開発行為後の市に帰属した道路を市道に認定までの期間
を短くするよう要望があるので、従前のように年度末に向けて一括して測量業務を発注するのではなく、分割して
発注することが可能か、受託業者と協議すること。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

景観整備事業で設置した街路灯が、点検修繕が必要となる時期に入っている。

◆事業概要（どのような事業か）

街路灯を本来の機能を果たせるよう、適正に管理された状態になる。

未調査のため把握していない市民から街路灯の新規設置の要望がある。
把握している

把握していない

対
象

街路灯の電気料の支払
故障した街路灯の修繕

＊平成22年度の変更点

変更無し

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

8,116 7,751 7,671 7,671

2,439 2,271 2,271 2,271

6

580 540 540 540

7 6 6

②事務事業の年間所要時間 (時間) 580

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 2,439

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 8,391

(千円)

5,952 5,677 5,400

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 7

詳細は不明 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 5,952 5,677 5,480 5,400 5,400

(千円)

0

0

5,400

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 5,480

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

充実した道路の維持・管理によって、安全で円滑な交通が確保されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

288 289 289 289① 稼動している街路灯本数 本 289

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

2020 20 20 20

➡
活
動
指
標

街路灯修繕件数 件①

②

289 289 289 289① 街路灯本数 本 288

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

街路灯

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 道路維持管理体制の強化

款

計画

８．土木費

区 分 道路維持・管理

施 策 名 １．快適な道路機能の強化

目

政 策 名

２．道路橋りょう費

第３節　総合交通体系の整備

項

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

１．道路橋りょう総務費

業務係

３．負担金・補助金 ４．市直営

231021

一般会計政策の柱 第２章　安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001080201コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 03030100

事 務 事 業 名 街路灯管理事業

事 業 コ ー ド 23102103

部 名 等 産業建設部

課 名 等 建設課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 1.道路維持一般管理費

開始年度 平成以前 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

市道上の街路灯の電気料・修繕料の支払、街路灯台帳の整備

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1028

島　　　良　子
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

な
し

中

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果の高まる可能性のある他の事務事業は無い

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

街路灯の点灯に必要な電気料と、必要最低限を下回る修繕料であり、今後景観整備事業で整備した街路灯の修繕が増加
することが予想されるので増額が必要である。

次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

増加

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

必要最小限の経費で実施しているため削減の余地なし。

なし

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地無し。

○

○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地無し。

○

根拠法令等を記入
道路法（昭和27年法律第180号）第42条第１項

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

街路灯が適正な維持管理をされることは道路維持管理体制の強化に資する。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

不特定多数の市民等に効果をもたらすものであり、受益者負担とすることはできない。

不特定多数の市民等に効果をもたらすものであり、受益者負担の考え方になじまない。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

毎年、流用や補正予算を組むなど街路灯の修繕を行っているが、十分対応しきれない状況にある。そのため現況の
適切な把握による計画的な修繕を実施できるよう予算措置をするとともに、街路灯灯台帳の整備、街路灯の管理を
進めていく必要がある。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ● ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

箇所除草実施箇所 696 696 696

実 施 方 法

市道上の街路樹の剪定を行うことで、街路灯や道路標識等の視認の妨げを減らし、安全な道路交通を確保する。また市道上の植樹桝の美観を維持するために、植樹桝内の除草を行う。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1028

島　　　良　子

課 名 等 建設課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 1.道路維持一般管理費

開始年度 平成以前 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 03030100

事 務 事 業 名 街路樹剪定及び除草業務

事 業 コ ー ド 23102103

部 名 等 産業建設部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

231021

一般会計政策の柱 第２章　安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001080201コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

１．道路橋りょう総務費

業務係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２．道路橋りょう費

第３節　総合交通体系の整備

項

基 本 事 業 名 道路維持管理体制の強化

款

計画

８．土木費

区 分 道路維持・管理

施 策 名 １．快適な道路機能の強化

目

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

電 話 番 号

対
象
指
標

市道街路樹
① 街路樹数 本 740 740 740 740 740

街路樹設置箇所（低木） 箇所 148 148 148 148 148

活
動
指
標

街路樹剪定本数 本①

② 街路樹剪定箇所（低木） 箇所

320 320 320 320

91 91 91

320

91 91

696 696

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

① 街路樹剪定率 ％ 43.24 43.24

61.49 61.49 61.49

43.24 43.24 53.78

％ 61.49 61.49街路樹剪定率（低木）

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

充実した道路の維持・管理によって、安全で円滑な交通が確保されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

2,600

⑶その他（使用料・手数料等） 0 00 0

(千円) 2,634

0

⑷一般財源 2,376 2,524 2,634 2,600 2,600

(千円)

2,376 2,524 2,600

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 8

道路管理者が行う、日常的な道路の維持管理業務として実施している。 (千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 9,945

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 1,800

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 7,569

7

1,880 1,900 1,900 1,900

8 7 7

7,905 7,990 7,990 7,990

10,429 10,624 10,590 10,590

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

対
象

・市道植樹桝の除草
・市道街路樹の剪定

＊平成22年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

◆事業目的・概要（どのような事業か）

街路灯や道路標識等の視認の妨げを減らし、安全な道路交通を確保し、美観を維持する。

特に必要性を感じなかったため定期的な街路樹の剪定と植樹桝等の除草、街路樹の害虫駆除の依頼を受けている。
把握している

把握していない

環境変化による影響を受ける見込みは少ない。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

市民からの要望や害虫発生の状況を踏まえ、より効率よく実施できるよう努めること。

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

●

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 21

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

不特定多数の市民等に効果をもたらすものであり、受益者負担とすることはできない。

不特定多数の市民等に効果をもたらすものであり、受益者負担の考え方になじまない。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

全
国
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

適切な剪定及び清掃を行うことにより良好な状態を保ち美観形成に役立ち、交通安全の確保がされている。

○

○

○

○

○

あり
説
明

限られた事業費のもと、必要最低限の維持管理を行っているが、回数を適切なものにすれば成果を向上させることがで
きる。

○

根拠法令等を記入
道路法（昭和27年法律第180号）第42条第1項

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ●

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

緊急的対応の作業は、二次的事故や被害拡大を避けるための判断が求められるため、現状程度の職員配置が必要であ
る。

回数を適切なものにする

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

事業費節減には町内会等組織への管理委託などが考えられるが、街路樹の剪定については危険を伴う高所作業であり、
現実的に困難であることから、専門業者への委託による作業を主体とする現状の手段を継続することが必要と考える。

次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

な
し

大

特になし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。
各道路管理者が実施しており、作業はそれぞれの予算等に基づく基準により実施しており、一体事業として実施するこ
とは困難である。

○

○
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

開発行為による帰属としての市道認定が、より増加すると思われる。

◆事業目的・概要（どのような事業か）

道路について、市道の認定、廃止を行うことで市有財産の区分を明確にし、適切な管理を行うことができる。

道路法に基づき、全ての自治体が行っている事務であるため。地域住民から、地域の道路を市道に認定してほしい旨の要望があることがある。
把握している

把握していない

対
象

市道路線の認定、認定変更を道路法第８条及び第10条の規定に基づき議会へ提出。議決があった際は道路法第9条に基づき認定を
告示する。道路法第18条に基づく道路の区域の決定・変更や供用の開始の公示を行う。寄付・帰属・開発行為による引継ぎ作
業。これらに基づく道路台帳の整備（別に評価）
＊平成22年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

841 1,009 1,009 1,009

841 1,009 1,009 1,009

3

200 240 240 240

4 3 3

②事務事業の年間所要時間 (時間) 200

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 841

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 841

(千円)

0 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 4

新道路法の制定（昭和２７年）により (千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 0 0 0 0 0

(千円)

0

0

0

⑶その他（使用料・手数料等） 0 00 0

(千円) 0

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

充実した道路の維持・管理によって、安全で円滑な交通が確保されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

供用開始公示件数の全市道に対する割合

0.40 0.70 0.40

％ 3.48

％ 3.48

3.21区域決定公示件数の全市道に対する割合

0.40

5.89 3.20

3.20 3.20

3.20

6.30

① 認定・廃止路線の全市道に対する割合 ％ 0.40

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

43 73

43 78

5

件

5 9 5 5

40 40 40

活
動
指
標

認定・廃止路線数 本①

② 区域決定・変更公示件数

1,238 1,245 1,250 1,255① 市道路線数 本 1,234

電 話 番 号

対
象
指
標

道路法によらない道路
道路法による道路

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 道路維持管理体制の強化

款

計画

該当なし

区 分 道路維持・管理

施 策 名 １．快適な道路機能の強化

目

政 策 名

該当なし

第３節　総合交通体系の整備

項

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

該当なし

業務係

３．負担金・補助金 ４．市直営

231021

該当なし政策の柱 第２章　安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 000000000コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 03030100

事 務 事 業 名 市道認定事務

事 業 コ ー ド

部 名 等 産業建設部

課 名 等 建設課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 なし

開始年度 昭和27年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

市民及び来訪者の安全で快適な道路を確保する。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1028

小黒　健太郎

件供用開始公示件数 40 40 40

3.21
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

な
し

大

作業の定型化を進める。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ○

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

事業費は予算として計上していない。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

コストの方向性

削減

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

あり
説
明

業務のマニュアル作成及び定型化を進め、効率的な業務執行に努める。

作業の定型化を進める。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

●

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
道路法（昭和27年法律第180号）第８、９、10、18条

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

利便性の高い生活道路網の形成のために、市内の道路を、市が責任を持って維持管理する市道とするかどうかは重
要な影響を持っていると考える。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

管理すべき道路を市道に認定することは市の義務であり、受益者負担の考えにはなじまない。

上記のとおり受益者負担の考え方に馴染まない。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

引き続き作業の定型化による効率的な業務執行に努めること。
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

千円占用料収納額 15,000 15,000 15,000

実 施 方 法

道路法、魚津市道路占用規則に基づき、上下水道管の埋設等公共関係、電柱・電話柱・電線・電話線類、ガス管等の公益企業関係を中心に、占用・掘削申請があったものに対し、調査の上
許可書を発行する。また許可書を発行した者の内、魚津市道路占用料条例に基づき、占用料の賦課徴収、減免を行う。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1028

小黒　健太郎

課 名 等 建設課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 なし

開始年度 昭和27年度頃 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 03030100

事 務 事 業 名 道路占用に関する事務

事 業 コ ー ド

部 名 等 産業建設部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

231021

該当なし政策の柱 第２章　安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 000000000コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

該当なし

業務係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

該当なし

第３節　総合交通体系の整備

項

基 本 事 業 名 道路維持管理体制の強化

款

計画

該当なし

区 分 道路維持・管理

施 策 名 １．快適な道路機能の強化

目

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

電 話 番 号

対
象
指
標

市道、道路占用申請、道路占用料
① 市道路線数 本 1,230 1,235 1,238 1,242 1,246

占用申請件数 件 209 234 200 200 200

活
動
指
標

占用許可件数 件①

② 占用不許可件数 件

15,000

209 234 200 200

15,500

0 0 0

占用料賦課額 千円 15,446

200

15,000 15,000

0 0

15,446 15,500

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

① （許可件数+不許可件数）/申請件数 ％ 100.00 100.00

100.00 100.00 100.00

100.00 100.00 100.00

％ 100.00 100.00占用料収納率

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

充実した道路の維持・管理によって、安全で円滑な交通が確保されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

0

⑶その他（使用料・手数料等） 0 00 0

(千円) 0

0

⑷一般財源 0 0 0 0 0

(千円)

0 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 3

新道路法の制定（昭和27年）により (千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 1,009

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 240

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 1,009

3

250 800 800 800

3 3 3

1,051 3,364 3,364 3,364

1,051 3,364 3,364 3,364

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

対
象

申請書の受け付け、現地確認、警察との協議、許可書の発行、占用料の賦課徴収減免

＊平成22年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

◆事業目的・概要（どのような事業か）

事前の申請に基づく適切な占用許可を行うことで、道路の不法占拠対策となるとともに、申請書により道路内の構造物を適切に
把握することで、適正な道路管理に役立つ。

他市との占用関係の条例・規則の内容は、当市と大きな相違がなく、事務的作業についても
違いがないと考えられるため。

特になし
把握している

把握していない

以前にまして収容空間としての道路の役割が注目されている。
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

申請を受けての事務のため一律に事務量を削減することはできないが、事務の効率化に努めること。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 21

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

平成20年度より国道についての占用料の単価等が変更されているため、他市の動向も踏まえて適正な占用料単価となる
よう調査を行っている。また占用料の減免を行っている物件についても、他市の動向も踏まえ減免の必要性や減免額に
ついて検討を行っている。

条例上の占用料の単価は、県内他市と同水準である。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

安全で円滑な道路交通を確保する上で、路上や路面下の占用物件を把握し、適切に管理することは重要であると考
える。

○

●

○

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
道路法（昭和27年法律第180号）第32条

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

業務の定型化と申請に関する書類の電子化を進め日常の業務時間は削減しているが、占用許可の更新に伴う作業量の増
加や申請受付時・占用工事完了時の現地確認の必要など業務時間が増加する要素がある。

なし

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

事業費は予算として計上していない。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

大

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

住宅の建築や駐車場の設置に伴う工事が増えてきている。

◆事業目的・概要（どのような事業か）

市道で行われる工事を適切に管理することで、市道をより便利に利用することができる

道路法に基づき、全ての自治体が行っている事務であるため。特になし
把握している

把握していない

対
象

申請書の受け付け、現地確認、承認書の発行

＊平成22年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

505 1,093 1,093 1,093

505 1,093 1,093 1,093

3

120 260 260 260

3 3 3

②事務事業の年間所要時間 (時間) 120

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 505

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 505

(千円)

0 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 3

新道路法の制定（昭和２７年）により (千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 0 0 0 0 0

(千円)

0

0

0

⑶その他（使用料・手数料等） 0 00 0

(千円) 0

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

充実した道路の維持・管理によって、安全で円滑な交通が確保されています

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

100.00 100.00 100.00 100.00① （承認件数＋不承認件数）／申請件数 ％ 100.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

0 0

20

件

21 18 20 20

0 0 0

20 20 20

活
動
指
標

承認件数 件①

② 不承認件数

申請件数 件 21 18

1,234 1,238 1,242 1,246① 市道路線数 本 1,230

電 話 番 号

対
象
指
標

市道、道路法第24条工事

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 道路維持管理体制の強化

款

計画

該当なし

区 分 道路維持・管理

施 策 名 １．快適な道路機能の強化

目

政 策 名

該当なし

第３節　総合交通体系の整備

項

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

該当なし

業務係

３．負担金・補助金 ４．市直営

231021

該当なし政策の柱 第２章　安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 000000000コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 03030100

事 務 事 業 名 道路法第24条工事に関する事務

事 業 コ ー ド

部 名 等 産業建設部

課 名 等 建設課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 なし

開始年度 昭和27年度頃 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

道路法第24条に基づき、道路管理者である魚津市以外の者が、道路の新設、市道の改築・修繕に関する工事を行う際に、申請書類をその必要性や合理性等の観点から審査し、承認または不
承認の処分を行う。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1028

小黒　健太郎
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

小

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

事業費は予算として計上していない。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

申請を受付ける都度業務を行っているため、業務時間の多寡は申請数の多寡に関連する。また昨年度より申請者の施工
後の検査体制の充実を図っているため、従前より申請1件あたりの業務時間は増加している。

なし

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
道路法（昭和27年法律第180号）第24条

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

申請を受けての事業であり、工事の規模も比較的小さいため、道路の維持管理全体でみた場合の施策に対する影響
は小さいと思われる。

○

●

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

施工は、申請者負担により実施している。

施工の申請者負担を継続する。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

申請を受けての事務のため一律に事務量を削減することはできないが、事務の効率化に努めること。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

実 施 方 法

道路法第46条に基づき、市道の通行制限を行う必要がある場合に、申請書類をその必要性や合理性等の観点から審査し、承認または不承認の処分を行う。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1028

小黒　健太郎

課 名 等 建設課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 なし

開始年度 昭和27年度頃 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 03030100

事 務 事 業 名 市道通行制限に関する事務

事 業 コ ー ド

部 名 等 産業建設部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

231021

該当なし政策の柱 第２章　安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 000000000コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

該当なし

業務係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

該当なし

第３節　総合交通体系の整備

項

基 本 事 業 名 道路維持管理体制の強化

款

計画

該当なし

区 分 道路維持・管理

施 策 名 １．快適な道路機能の強化

目

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

電 話 番 号

対
象
指
標

市道、通行制限申請
① 市道路線数 本 1,230 1,234 1,238 1,242 1,246

申請件数 件 92 119 100 100 100

活
動
指
標

承認件数 件①

② 不承認件数 件

92 119 100 100

0 0 0

100

0 0

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

① （承認件数＋不承認件数）／申請件数 ％ 100.00 100.00100.00 100.00 100.00

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

充実した道路の維持・管理によって、安全で円滑な交通が確保されています

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

0

⑶その他（使用料・手数料等） 0 00 0

(千円) 0

0

⑷一般財源 0 0 0 0 0

(千円)

0 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 3

新道路法の制定（昭和２７年）により (千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 505

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 120

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 505

3

120 280 280 280

3 3 3

505 1,177 1,177 1,177

505 1,177 1,177 1,177

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

対
象

申請書の受け付け、現地確認、消防署への通知、市ホームページ上での周知

＊平成22年度の変更点

平成21年度より、コミュニティバス運行への支障の削減のため商工観光課にも通知を行うこととした。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

◆事業目的・概要（どのような事業か）

市道の通行制限を適切に管理することで、市道をより便利に利用することができる

道路法に基づき、全ての自治体が行っている事務であるため。特になし
把握している

把握していない

住宅の解体や祭礼に伴う申請が増えてきている。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

申請を受けての事務のため一律に事務量を削減することはできないが、事務の効率化に努めること。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 21

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担なし

適正化の余地なし

説
明

工事完成により特別受益者があるが、通行制限自体に負担をもとめない。

通行制限を伴う工事費用については、原因者負担となっている。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

申請を受けての事業であり、道路の維持管理全体でみた場合の施策に対する影響は小さいと思われる。

○

●

○

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
道路法（昭和27年法律第180号）第46条

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

申請を受付ける都度業務を行っているので、業務時間の多寡は申請数の多寡に関連するため一律の削減はできない。

なし

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

事業費は予算として計上していない。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

小

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

新幹線工事や変電所工事などの大規模な工事に伴う協議件数が増加している。従来は許可後も1年ごとに更新が必要だったのが、平成21年度より2年後と
の更新になる予定。

◆事業目的・概要（どのような事業か）

市道の設計上の規格を超えている車両でも、適切に管理して通行させることで、維持管理に支障を来たさなくなる。

道路法に基づき、全ての自治体が行っている事務であるため。特になし
把握している

把握していない

対
象

協議書の受け付け、現地確認、回答書の発行

＊平成22年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

505 841 841 841

505 841 841 841

3

120 200 200 200

3 3 3

②事務事業の年間所要時間 (時間) 120

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 505

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 505

(千円)

0 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 3

新道路法の制定（昭和２７年）により (千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 0 0 0 0 0

(千円)

0

0

0

⑶その他（使用料・手数料等） 0 00 0

(千円) 0

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

充実した道路の維持・管理によって、安全で円滑な交通が確保されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

0.00 0.00 100.00

％ 100.00 100.00回答件数／協議件数

100.00

100.00 100.00 100.00

① （許可件数＋不許可件数）／申請件数 ％ 100.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

0 0

31 85

協議件数 件 31

1

20 20

件

20

0 0 1 1

85

0 0 0

1 1 1

活
動
指
標

許可件数 件①

② 不許可件数

許可申請件数 件 0 0

1,239 1,245 1,250 1,255① 市道路線数 本 1,234

電 話 番 号

対
象
指
標

市道、許可申請・協議件数

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 道路維持管理体制の強化

款

計画

該当なし

区 分 道路維持・管理

施 策 名 １．快適な道路機能の強化

目

政 策 名

該当なし

第３節　総合交通体系の整備

項

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

該当なし

業務係

３．負担金・補助金 ４．市直営

231021

該当なし政策の柱 第２章　安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 000000000コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 03030100

事 務 事 業 名 特殊車両の通行に関する事務

事 業 コ ー ド

部 名 等 産業建設部

課 名 等 建設課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 なし

開始年度 昭和27年度頃 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

道路法第47条の２及び車両制限令に基づき、一定の規格を超える車両が市道を通行するに当たり、申請又は他の道路管理者からの協議があったものに対し、調査の上許可・回答書を発行す
る。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1028

小黒　健太郎

件回答件数 20 20 20
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

小

事務の定型化に勤める

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

事業費は予算として計上していない。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

業務の定型化と申請に関する書類の電子化を進め日常の業務時間は削減しているが、申請・協議件数の多寡により変動
する。

事務の定型化に勤める

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
道路法（昭和27年法律第180号）第47条の２

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

申請を受けての事業であり、道路の維持管理全体でみた場合の施策に対する影響は小さいと思われる。

○

●

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担なし

適正化の余地なし

説
明

道路法第49条により、道路の維持管理にかかる費用は道路管理者が負担することとなっており、特殊車両の運行者に負
担を求めることはできない。

上記のとおり負担を求めることはできない。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

申請・協議を受けての事務のため一律に事務量を削減することはできないが、特殊車両が頻繁に通行する路線につ
いての情報を集約することで、事務の効率化に努めること。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ● ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

従来は国への申請が主であったが、市に譲与を受けてからは、迅速な立会業務や申請業務の簡素化に勤め、市民サービスに寄与している。

◆事業概要（どのような事業か）

対象物の境界確認作業により、民地と公共用地との境界を確定することができ、適正に管理される。

国からの譲与が平成16年度にほぼ終了したため、今後は近隣市町村の管理状況の把握に努め
ていきたい。

特に無し。
把握している

把握していない

対
象

法定外公共物の境界立会、用途廃止申請・使用許可申請に対する窓口業務、三ケ地区の訴訟

＊平成22年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

4,924 5,681 5,681 5,681

4,205 4,878 4,878 4,878

4

1,000 1,160 1,160 1,160

4 4 4

②事務事業の年間所要時間 (時間) 1,000

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 4,205

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 4,898

(千円)

693 719 803

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 6

地方分権推進計画に基づき、平成13年度から法定外公共物（里道・水路）のうち、現に機能している財産を国から順次譲与を受け、財産管理及び機能管
理をするに至った。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

22

⑷一般財源 693 719 781 781 781

(千円)

0

0

803

⑶その他(使用料・手数料等) 22 220 0

(千円) 803

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

民地と公共用地との境界を確定させ、適正に管理できるようになる。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

15 15 40 40① 相談件数 件 40

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

14 30

18 9

140

件

106 68 130 140

30 30 30➡
活
動
指
標

境界立会願い件数 件①

② 法定外公共物使用等許可申請

8 5 5 5① 譲与地区数 地区 4

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

国から譲与を受けた法定外公共物（里道・水路）

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 道路維持管理体制の強化

款

計画

８．土木費

区 分 道路維持・管理

施 策 名 １．快適な道路機能の強化

目

政 策 名

１．土木管理費

第３節　総合交通体系の整備

項

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

１．土木総務費

用地開発係

３．負担金・補助金 ４．市直営

231021

一般会計政策の柱 第２章　安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001080101コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 03030300

事 務 事 業 名 法定外公共物管理事務

事 業 コ ー ド 23102104

部 名 等 産業建設部

課 名 等 建設課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 5.法定外公共物等管理費

開始年度 平成13年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

国が管理していた法定外公共物（里道・水路）のうち、現に機能がある法定外公共物について、市が譲与を受け財産管理・機能管理を行う。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1089

清水　悟史

件法定外公共物用途廃止申請 20 20 20
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

新たに譲与を受ける件数は年々少なくなると思われるが、継続的な財産管理及び機能管理があるため削減はできない。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

国より新たに譲与を受けた財産であり、市全体の財産管理及び機能管理を行うためには人件費の削減は困難。

なし

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地無し。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地無し。

○

根拠法令等を記入
魚津市法定外公共物の管理に関する条例（平成17年魚津市条例第3号）

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

里道・水路の維持管理は、住民生活に直接結びつくものであり、その必要性は大きいと言える。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

財産上の管理は魚津市が行うが、財産の機能管理は地元地区が行う。

他市も同様であるが、前項の内容のとおり市と地元との間で応分の負担が実質的に行われている。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

法定外公共物については、条例に基づき財産・機能管理が適正に行われるよう引き続き努力する必要がある。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

借上当時の地権者から世代交代をしてきており、当時の状況等が不明となり状況把握が困難な状況となってきている。

◆事業目的・概要（どのような事業か）

借上げ地・借上げ料の支払を無くし、市道管理者として市道用地の財産管理を適正に行う。

借上げ契約料の算定は、固定資産税額、固定資産税評価額、米価によるもの等、市によって
異なっている。

買収単価については、行政単価での買収ではなく実勢価格による買収を希望する者もいる。
把握している

把握していない

対
象

借上げ地の特定作業、地権者からの用地買収

＊平成22年度の変更点

変更なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

1,262 4,262 4,262 4,262

1,262 1,262 1,262 1,262

3

300 300 300 300

3 3 3

②事務事業の年間所要時間 (時間) 625

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 2,628

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 5,588

(千円)

2,960 0 3,000

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 5

昭和30年代頃の失業者対策事業や県から委託を受けた県道改良事業により、道路用地は買収ではなく借上げる形式で拡幅工事を先行実施していた。順
次、借上地は用地費が予算化された段階で買収を実施してきているが、何らかの要因のため（価格や、行政に対する否定的な感情等）買収できずにいる
用地に対して借上料を支払っている。

(千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 2,960 0 3,000 3,000 3,000

(千円)

0

0

3,000

⑶その他（使用料・手数料等） 0 00 0

(千円) 3,000

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

充実した道路の維持・管理によって、安全で円滑な交通が確保されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

19.47 21.24 23.01

％ 11.79 17.41買収総面積／１２年度借上げ総面積

26.55

16.22 18.60 19.78

① 契約を解除した地権者総数／地権者総数 ％ 24.78

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

14,847 14,101

85

㎡

91 89 87 83

13,901 13,701 13,501

200 200 200

活
動
指
標

地権者数 件①

② 借上地面積

契約を解除した借上地面積 ㎡ 886 746

2 2 2 2① 契約を解除した地権者数 件 5

電 話 番 号

対
象
指
標

地権者、市道借上げ地

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 道路維持管理体制の強化

款

計画

８．土木費

区 分 道路維持・管理

施 策 名 １．快適な道路機能の強化

目

政 策 名

２．道路橋りょう費

第３節　総合交通体系の整備

項

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

３．道路新設改良費

用地開発係

３．負担金・補助金 ４．市直営

231021

一般会計政策の柱 第２章　安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001080203コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 03030300

事 務 事 業 名 市道借上げ地整理事業

事 業 コ ー ド 23102103

部 名 等 産業建設部

課 名 等 建設課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 市道改良舗装事業

開始年度 平成12年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

市道（一部県道を含む）内における借上げ道路敷地を特定し、買収する。本格的に事業を実施した平成12年度における借上げ地は、地権者数113件、筆数299筆、面積16,830.80㎡であり、毎
年度算定基準により借上げ料の支払を行っている。地権者に対して、行政単価による買収を基本に協議する。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1089

中村　　正昭
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

地籍調査事業の実施や区画整理事業の完了により、大規模な解消を目指す。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

地籍調査事業と連携することにより、借上げ地の特定が容易になり、大規模な解消の可能性がある。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

土地の買収単価は、実勢価格と比較して大変安価であり、用地費のこれ以上の削減は困難である。
また、主に登記・測量業務に対する委託費については、業務が専門的に高度な知識と技能を要するため、市職員で実施
することは困難（または、大幅に時間を必要とするため人件費が高騰する）であるため、削減できない。

次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

●

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

用地交渉は、基本的に地権者の都合に合わせて行うものであるため、こちらの工夫により業務時間を短縮することは困
難であるため削減はできない。

地籍調査事業の実施や区画整理事業と連携し、大規模な解消を目指す。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

●

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
道路法（昭和27年６月10日法律第180号）

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、どのように見直す余地があるか説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

市道維持管理の前提条件であるため

●

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

該
当
し
な
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

借上げ地の所有者について一定の基準による賃借料を支払っているが、賃借料は周辺地の賃借料と比較しても安価な場
合が多いため、現行のとおりとする。また借上げ地の買収に当たっては、行政単価による買収を行っている。

賃借料は固定資産税に基づく価格又は米価に基づくものが多いが、他市と比して算定手法が同等であれば同様となって
いる。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

借り上げ地については、世代交代、相続などの問題もあるので、計画的かつ早急に整理していかなくてはいけな
い。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ● ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

道路施設の老朽化や交通量の増加に伴い補修のサイクルが短くなっている。

◆事業目的・概要（どのような事業か）

安全な道路としての機能を保全している。

細かな実施状況は把握できないため。一般市民からの道路の陥没等の連絡が、年間を通じてある。
把握している

把握していない

対
象

道路の機能や安全性の確保をするため、舗装や道路構造物の維持補修を実施する。

＊平成22年度の変更点

変更なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質などを記入)

4,010 4,010 4,010

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

98,675 67,925 67,925 67,925

24,725 23,579 23,579 23,579

12

5,880 5,880 5,880 5,880

13 12 12

②事務事業の年間所要時間 (時間) 5,880

Ｂ．人件費（②×人件費単価/1,000) 24,725

事務事業に係る総費用（Å+B） (千円) 71,598

(千円)

46,873 73,950 44,346

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 13

市道管理者が行う維持管理業務。市道の安全通行確保。 (千円)

Ａ．予算（決算）額(⑴～⑷の合計）

15,001

⑷一般財源 16,703 66,950 25,645 25,645 25,645

(千円)

2,200

1,500

44,346

⑶その他（使用料・手数料等） 15,001 15,00115,482 0

(千円) 44,346

4,800 0

1,500

2,200 2,200

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

充実した道路の維持・管理によって、安全で円滑な交通が確保されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 9,888 7,000 1,500

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

71.28 70.41 75.00 85.00① 実施率（実施件数/修繕必要件数） ％ 80.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

成
果
指
標

128139 119 120 136

活
動
指
標

実施件数 件①

②

169 160 160 160① 修繕必要件数 件 195

電 話 番 号

対
象
指
標

魚津市内の市道

24年度

単
位 20年度 21年度 22年度

実績

23年度

基 本 事 業 名 道路維持管理体制の強化

款

計画

８．土木費

区 分 道路維持・管理

施 策 名 １．快適な道路機能の強化

目

政 策 名

２．道路橋りょう費

第３節　総合交通体系の整備

項

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

２．道路維持費

道路河川係

３．負担金・補助金 ４．市直営

231021

一般会計政策の柱 第２章　安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001080202コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

22 21

コード１ 03030200

事 務 事 業 名 市道維持補修事業

事 業 コ ー ド 23102105

部 名 等 産業建設部

課 名 等 建設課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.市道維持補修事業

開始年度 平成元年度以前 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

市民が安全かつ安心して通行できるよう市道を維持補修し、健全な道路としての機能・環境を保全する。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1029

廣田　博之
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

な
し

大

アスファルト舗装が、亀の甲羅のように亀裂がはいっている場所が増えてきているた
め、計画的に実施する必要あり。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

○

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

施工方法や使用材料等を精査しコスト縮減に努めており削減の余地なし。
次年度
（平成23
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

コストの方向性

増加

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

必要最小限の作業時間であり、削減できない。

火災復興で施工されたコンクリート構造物等が耐用年数をすぎており、また当時のコン
クリートは品質も悪かったため、近年修繕必要箇所数が増加しており、修繕工事での対
応だけでは間に合わなくなってきているため、全体的に改修計画を立て直す必要があ
る。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵　今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ● 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

非
常
に
高
い

●

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★　評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

あり
説
明

修繕要望箇所すべての修繕を目指し、少しでも実施率をあげたい。

○

根拠法令等を記入
道路法（昭和27年法律第180号）第42条第1項

なし
説
明

●

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

市道の維持補修を通じて機能を保持することは、安全で円滑な交通のために極めて重要である。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

非
常
に
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

市民全体（不特定）が受益者となっているため。

市民全体（不特定）が受益者であるため、負担を求める事業ではない。

（平成 21

【必要性の評価】

平成 22 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

道路管理者として市民の交通の安全確保を維持するため、速やかに適切な維持補修を行っていかなければならな
い。
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